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「賃金改善実績報告書」の作成例（令和 7 年度実績） 

「7」と記入します。 

医療機関の情報をそれぞれ記入します。 

なお、「都道府県」の欄は選択式になっており、所在地の「都道府県」を選択する

と、右の欄外に報告書の提出先メールアドレスが表示されます。 

令和７年度において、対象職員の賃金改善を行った期間を記入します。 

※例えば、令和８年３月から賃金改善を行った場合、「令和８年３月～令和８年３月」と入

力すると、右側の緑欄は「１ヶ月」と自動で表示されます。 

令和７年度において、ベースアップ評価料を算定した期間を記入します。 

※例えば、令和８年３月からベースアップ評価料の算定を開始した場合、「令和８年３月～

令和８年３月」と入力すると、右側の緑欄は「１ヶ月」と自動で表示されます。 

（３）には令和７年度中に算定したベースアップ評価料（Ⅰ）に

よる収入の年間実績額を記入します。 

（４）はベースアップ評価料（Ⅱ）による実績額を記入する欄で

すが、届出を行っていない場合は「０」と記入します。 

緑色の部分は自動入力されるため、記入不要です。 

（エクセル内の他の緑色部分も同様です） 

（６）には、（５）の金額のうち、令和８年度に繰り越しを行った

金額がある場合はその金額を記入し、繰り越しを行っていな

い場合は「０」と記入します。 

（７）には、令和６年度からの繰越額がある場合はその金額を

記入し、繰越額がない場合は「０」と記入します。 

（８）の金額（令和７年度中のベースアップ評価料による収入と

繰越状況を加味した額）を全てベア等による賃金改善に充当

した場合、「✓」を入れます。 

※ベースアップ評価料によって得た収入を全額賃金改善に充てて

いるかどうかは、この項目に「✓」を入れることで報告を行います。 

したがって、対象職員の具体的な賃金改善額等の報告は不要です。 

ベースアップ評価料の対象職員の人数を記入します。パート

の職員は勤務時間に応じて常勤換算します。 

※例示の「3.５人」は、常勤２名、パート３名の場合を想定。 

（パート３名は全員が半日勤務の場合） 

賃金改善後の対象職員全員分の基本給等総額（賃金改善開始

月の１ヶ月分）を記入します。 

※例示では、令和７年４月の基本給等総額（3.５人分）を記入。 

対象職員全員分の基本給等総額の増加額（１ヶ月分）を記入し

ます。 

※例示では「(11)基本給等総額 8４０,０００円」－「ベースアップし

なかった場合の基本給等総額824,０００円」＝16,０００円で算出。 

賃金増率が自動で表示されます。 

※政府は令和７年度に＋２.０％の賃上げを目標に掲げております

が、目標の数値に届くことは要件となっていません。 

したがって、賃上げ目標の数値に届かなくても問題ありません。 

ベースアップ評価料の対象外職種について記入する欄です。

「４０歳未満の勤務医師、勤務歯科医師」・「事務職員※」、の在

籍有無にチェックを入れます。「在籍していない」の場合、

「Ⅳ」と「Ⅴ」の項目の記入は不要です。 

※事務職員であっても看護補助など患者のサポートを通じて医療

に従事する業務も行う方は、ベースアップ評価料の「対象職種」に該

当するため、この項目には含まれません。 
最後に、本報告書の作成日および開設者の氏名を記入し、報告書の作成は終了です。 
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